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証券取引等清算業務における清算預託金等の特定管理制度の導入に伴う 

「業務方法書」等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の証券取引等清算業務において清算預託金及び取引証拠金（以下「清算預託金等」

という。）の特定管理制度を導入するため、「業務方法書」等について別紙のとおり、所要

の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．現金担保の特定管理 

（１）本制度の概要 

・当社は、清算参加者から、金銭であって円貨で預託される清

算預託金等について、特定管理を希望する旨の申告を受けた

場合には、当該清算参加者から預託を受けた清算預託金等

を、国債等を担保とする金銭の貸付け及び国債等の売戻条件

付売買を含む方法によって管理することができる。 

 

 

 

 

（２）特定管理により生じた収益又は損失の取扱い 

・清算預託金等の特定管理により生じた収益又は損失は当社

に帰属する。 

 

 

 

 

・当社は、特定管理により収益が生じた場合には、各月の収益

（特定管理に必要な費用及び手数料を控除した額）からその

半額（以下「特定管理収益控除額」という。）を控除した残

額を、特定管理を希望する申告を行った清算参加者に、当該

清算参加者の清算預託金等の預託残高（当該月の平均額）で

按分して支払うことができる。 

 

 

 

・当社は、特定管理から生じる損失の補填に充てるための準備

金（以下「特定管理損失準備金」という。）を積み立てる。特

定管理損失準備金の当初の積立額は５０億円とし、特定管理

により収益が生じた場合には、税引き後の特定管理収益控除

（備  考） 

 

 

・ 業務方法書第７５条第

２項、先物・オプション

取引に係る取引証拠金等

に関する規則第２０条第

３項、取引所取引の清算

預託金及び取引証拠金の

特定管理に関する規則第

２条 

 

 

・ 業務方法書第７５条第

３項、先物・オプション

取引に係る取引証拠金等

に関する規則第２０条第

４項 
 
・ 業務方法書第７５条第

４項、先物・オプション

取引に係る取引証拠金等

に関する規則第２０条第

５項、取引所取引の清算

預託金及び取引証拠金の

特定管理に関する規則第

３条第１項 

 
・ 取引所取引の清算預託

金及び取引証拠金の特定

管理に関する規則第３条

第２項及び第３項 
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額を追加して積み立てる。 

 

・当社は、特定管理により損失が生じた場合には、特定管理損

失準備金を取り崩すことによりこれを補填する。特定管理損

失準備金の取り崩しによってもなお補填し得ない損失額が

ある場合は、特定管理を希望する申告を行った清算参加者

は、当該額を当該清算参加者の清算預託金等の預託残高（当

社が損失額を認識した日の前営業日の午後４時時点におけ

る残高）で按分した金額を当社に支払うものとする。 

 

 

 

・ 業務方法書第７５条第

５項、先物・オプション

取引に係る取引証拠金等

に関する規則第２０条第

６項、取引所取引の清算

預託金及び取引証拠金の

特定管理に関する規則第

３条第４項及び第５項 

  

 

Ⅲ．施行日 

１． ２０２５年５月３０日から施行する。 

２． 前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な

当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由により、改

正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０２５年５月３０

日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以   上 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算預託金の管理） 

第７５条 （略） 

２ 当社は、当社が定めるところにより、清算

参加者から当社が別に定める方法による清算

預託金（金銭であって円貨で預託するものに

限る。）の管理（以下「特定管理」という。）

を希望する旨の申告を受けた場合には、当該

清算預託金の特定管理をすることができる。 

３ 前項の特定管理により生じた収益又は損失

（当該特定管理に必要な費用及び手数料を含

む。）については、当社に帰属するものとす

る。 

４ 当社は、第２項の特定管理により収益が生

じた場合には、当社が定めるところにより按

分した額を同項の申告をした清算参加者に支

払うことができる。 

５ 第２項の申告をした清算参加者は、同項の

特定管理により生じた損失について、当社が

定めるところにより按分した額を当社に支払

うものとする。 

 

（清算預託金の管理） 

第７５条 （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月３０日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和７年５月３０日

以後の当社が定める日から施行する。 

 

 

 

 

別紙

yu-shimizu
長方形
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（取引証拠金の区分及び管理） 

第２０条 （略） 

２ （略） 

３ 当社は、当社が定めるところにより、清算

参加者から当社が別に定める方法による取引

証拠金（金銭であって円貨で預託するものに

限る。）の管理（以下「特定管理」という。）

を希望する旨の申告を受けた場合には、当該

取引証拠金の特定管理をすることができる。 

４ 前項の特定管理により生じた収益又は損失

（当該特定管理に必要な費用及び手数料を含

む。）については、当社に帰属するものとす

る。 

５ 当社は、第３項の特定管理により収益が生

じた場合には、当社が定めるところにより按

分した額を同項の申告をした清算参加者に支

払うことができる。 

６ 第３項の申告をした清算参加者は、同項の

特定管理により生じた損失について、当社が

定めるところにより按分した額を当社に支払

うものとする。 

 

（取引証拠金の区分及び管理方法） 

第２０条 （略） 

２ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月３０日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和７年５月３０日

以後の当社が定める日から施行する。 
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取引所取引の清算預託金及び取引証拠金の特定管理に関する規則（新設） 

 

（目的） 

第１条 この規則は、業務方法書第７５条第２項、第４項及び第５項並びに先物・オプション取引に

係る取引証拠金等に関する規則第２０条第３項、第５項及び第６項の規定に基づき、清算預託金及

び取引証拠金（以下「清算預託金等」という。）の特定管理に関して必要な事項を定める。 

 

（清算預託金等の特定管理の方法等） 

第２条 業務方法書第７５条第２項及び先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則第２

０条第３項に規定する方法は、次の各号に掲げるいずれかの方法とする。 

（１） 銀行への預金 

（２） 日本銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工組合中央金庫への預金又は貯金 

（３） 国債等（金融商品取引所等に関する内閣府令（平成１９年内閣府令第５４号）第６７条第

２項第２号に定める国債等をいう。以下同じ。）を担保とする金銭の貸付け 

（４） 国債等の売戻条件付売買 

２ 当社は、特定管理により損失が生じた場合その他当社が必要と認めた場合には、特定管理を取り

やめることができる。 

 

（清算預託金等の特定管理により生じた収益又は損失の取扱い） 

第３条 業務方法書第７５条第４項及び先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則第２

０条第５項に規定する当社が特定管理を希望する旨の申告を行った清算参加者（以下「特定管理希

望清算参加者」という。）に対して支払うことができる額は、特定管理により生じた当月の収益（当

該特定管理に必要な費用及び手数料を控除した後の額とする。）の合計額から当該金額の半額（以下

「特定管理収益控除額」という。）を控除した残額を、各特定管理希望清算参加者から預託を受けた

清算預託金等のうち特定管理を希望する旨の申告のあった清算預託金等（以下「特定管理対象清算

預託金等」という。）の合計額の当該月における平均額に応じて按分した額とする。 

２ 当社は、特定管理から生じる損失の補填に充てるための準備金（以下「特定管理損失準備金」と

いう。）として５０億円を拠出する。 

３ 当社は、特定管理により収益が生じた場合には、税引後の特定管理収益控除額（特定管理収益控

除額について当社が支払う税額を差し引いた金額をいう。）を前項の特定管理損失準備金に追加して

積み立てる。 

４ 当社は、特定管理により損失が生じた場合には、特定管理損失準備金の積立額を取り崩すことに

より補填する。 

５ 業務方法書第７５条第５項及び先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則第２０条

第６項に規定する各特定管理希望清算参加者が支払う額は、前項に定めるところによってもなお補

填し得ない損失額を、特定管理による損失額を認識した日の前営業日の午後４時時点において各特

定管理希望清算参加者が当社に預託している特定管理対象清算預託金等の合計額に応じて按分した

額とする。 
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付  則 

１ この規則は、令和７年５月３０日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当社

が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由により、この規則を施行す

ることが適当でないと当社が認める場合には、令和７年５月３０日以後の当社が定める日から施行

する。 

 




